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３．６ 強震動評価高精度化のための強震観測・地下構造調査 

 

(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目 強震動評価高精度化のための強震観測・地下構造調査 

 

(b) 担当者 

 

(c) 業務の目的 

サブテーマ１～５の調査観測から得られる成果を総合的に解析することで、地震時の断

層運動の特性を明らかにするとともに、人口の密集した盆地部の地下構造を求め、糸魚川

－静岡構造線断層帯（以下、「本断層帯」）周辺域のより高精度な強震動予測モデルの構築

を図る。 

 

(d) ５ヵ年の年次実施業務の要約 

1) 平成 17 年度： 

パイロット的な重点的調査観測での反射法探査測線上に２地点を選定してボーリ

ングと速度検層を行い、それぞれの孔底・地表に強震計を設置して強震観測を開始

した。速度検層結果を基に牛伏寺断層の物性値を明らかにし、パイロット的な重点

的調査観測で行われた反射法、ＭＴ法、トレンチ等との対応関係を吟味した。 

2) 平成 18 年度： 

初年度より継続して強震観測を行った。松本・諏訪盆地地域および長野盆地地域

において、堆積層構造、基盤構造を対象とした地下構造調査を実施した。併せて、

過去の各種地下構造探査結果のコンパイルを行った。 

3) 平成 19 年度： 

諏訪盆地に８点の強震観測点を新たに設置し、初年度に整備した松本盆地の２点

とあわせて強震観測を行った。また、各種探査結果を総合して長野・松本・諏訪盆

地を含む広域地下構造モデルの構築に着手した。加えて、本断層帯を含む周辺地域

を対象として、詳細な地形・地盤分類図を作成した。 
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4) 平成 20 年度： 

地下構造モデルの高精度化を図ると共に、他サブテーマによって得られた詳細な

断層形状や活断層情報等に基づき、強震動評価のための震源モデルを構築した。 

5) 平成 21 年度： 

これまでに得た地下構造モデルと震源モデルを用い、簡便法および詳細法により

本断層帯周辺地域における高精度の強震動予測を行った。 

 

(2) 平成 17～21 年度の成果 

 

(a) 業務の要約 

本断層帯における強震動予測の高度化を目指し、本プロジェクトで実施された地下構造

探査や活断層等に関する詳細な調査結果、および既存の資料等に基づいて本断層帯周辺の

地下構造と震源断層のモデル化を行った。地下構造については、松本・諏訪・長野盆地を

含む広域の地下構造モデルを構築した。震源断層モデルについては、構造探査の結果の解

釈に従った「構造探査ベースモデル」と、変動地形学的解釈に従った「変動地形ベースモ

デル」の２種類のモデルを提案した。そして、両モデルの特徴を鑑みて４つの地震シナリ

オを作成し、簡便法と詳細法による強震動評価を実施した。その結果、想定したシナリオ

の内容により、各地の地震動の強さが大きく変化することが示された。一方で、全ての場

合に共通して、地表への増幅率が大きい松本・諏訪・甲府・伊那盆地の地震動が特に強い

こと、新潟平野や長野盆地など本断層帯から遠く離れていても地震基盤が深い地域では強

い地震動が励起されることが示された。 

 

(b) 業務の実施方法 

強震観測：松本盆地および諏訪盆地において強震観測点 12 点を整備して強震観測を実

施し、得られた中小地震記録の波形解析から盆地内における地震波伝播や地震動増幅特性

を評価した。 

地下構造モデルの高精度化と検証：平成 19 年度に作成した松本・諏訪・長野盆地を含

む広域の地下構造モデルを用いて、実際に起きた中小地震に対して三次元波動シミュレー

ションを行い、合成波と観測記録の比較から地下構造モデルの妥当性を検証した。  

震源のモデル化：他サブテーマによる断層形状・活断層情報や構造に関する既存の情報

に基づき、本断層帯における震源断層モデルおよび地震シナリオを作成した。 

強震動予測：本プロジェクト業務で得られた地下構造モデルと震源モデルを用いて、簡

便法と詳細法により工学的基盤における最大速度と最大加速度分布、および地表での最大

速度と震度分布を求め、各地の地震動評価を行った。 

 

(c) 業務の成果 

1) 強震観測、2) 三次元地下構造モデルの高度化と検証、3) 震源のモデル化、4) 強震

動予測について詳細を示す。 

 

1) 強震観測 
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a) 強震観測網の整備 

初年度（平成17年度）より、本断層帯地域の強震動評価高精度化を目的とした強

震観測を実施している。平成17～18年度には、松本盆地にボアホールの観測点を２

か所設置し(三宅・他，2006)、各地点における地震動特性の把握を行うとともに、

反射法地震探査およびボーリング情報を活用した地下構造のモデル化を行った(纐

纈・他，2007)。平成18～19年度には、諏訪盆地における地震動を面的に把握するこ

とを目指し、既存の強震観測点（諏訪湖北側および東側に設置されているJMA（気象

庁，1996a)、K-NET（Kinoshita，1998)、SK-net（鷹野・他，2002)）の観測点の間

を埋めるように、８点の強震観測点を諏訪・岡谷地域に設置した（すべて地表観測

点）（三宅・他，2007）。また、平成20年度には、諏訪湖の西岸と南岸に、新たに

２点の強震観測点を地表に整備した。平成21年12月末時点での松本・諏訪盆地にお

ける強震観測点分布（他機関も含む）を図１、図２にそれぞれ示す。また、表１に

は本プロジェクトで整備した強震観測点の基本情報と2009年11月６日までに記録さ

れた地震数を示す。 

 

 

図１ 松本盆地の強震観測点分布図。 

●：本プロジェクト、△:K-NETおよびKiK-net、 □: SK-net 
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図２ 諏訪盆地の強震観測点分布図。 

●：本プロジェクト、○: JMA、△: K-NET、□: SK-net 

 

表１ 本プロジェクトで整備した観測網の強震観測点情報と記録した地震数。 

（地震数は観測開始～2009年11月６日） 

 

 

観測

点名 
緯度 経度 施設名 

観測開始

月-年 
記録数 

SMD 36.2206  137.9410  島立小学校（松本市） Dec-05 43 

KND 36.2150  137.9880  開成中学校（松本市） Dec-05 31 

SIG 36.0197  138.1378  四賀小学校（諏訪市） Apr-07 12 

NKS 36.0083  138.1242  中洲公民館（諏訪市） Apr-07 ４ 

KNM 36.0062  138.1007  諏訪西中学校（諏訪市） Apr-07 ４ 

FMD 36.0238  138.1031  文出保育園（諏訪市） Apr-07 ７ 

TYD 36.0219  138.0889  豊田公民館（諏訪市） Apr-07 33 

SWS 36.0335  138.0938  諏訪スタジアム（諏訪市） Apr-07 16 

TNK 36.0610  138.0581  田中小学校（岡谷市） Apr-07 22 

UNH 36.0916  138.0520  上の原小学校（岡谷市） Apr-07 ５ 

SSS  36.0456  138.1087 信州大学山地水センター（諏訪市） May -08 ５ 

MNT 36.0411 138.0617  湊小学校（岡谷市） Jul -08 ４ 
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表１の観測点のうち、松本市に設置した SMD と KND 観測点、および諏訪市の SIG、

KNM、FMD、SSS 観測点は通信設備を用いて観測機器の制御およびデータの管理を行

っている。これに対し、その他の観測点は通信設備を持たないため、３～４ヶ月お

きに現地に赴いて機器の状態の点検を行い、設置場所の環境の変化に応じた設定の

変更等のメンテナンスを行うとともに、データ回収を行っている。そのため、機器

の不具合によるわずかな欠測期間はあるものの（NKS）、大半の観測点の稼働状況は

良好であり、40 を超える地震記録を得ている観測点もある。記録された地震の多く

は、平成 19 年(2007 年)新潟県中越沖地震、平成 20 年(2008 年)岩手・宮城内陸地震

の余震となっており、その他に 2009 年駿河湾の地震や千葉県北西部、茨城県沖の中

規模地震、長野県中西部でしばしば群発的に発生する小地震も複数記録されている

（文部科学省研究開発局・他，2007；2008；2009 を参照）。また、観測点ごとの記

録数を見てみると、観測開始時期が同じでも記録数に違いが見られる（例えば、SMD

と KND や TYD と NKS）。この主な原因として、以下のようなことが挙げられる。 

 

① 観測点設置場所の環境によるトリガーレベルの設定値の違い 

② 観測点設置場所の地盤の違い： 

UNH（地震動が増幅されにくい山間部の硬質な場所に設置） 

TYD 、SWS、TNK、SMD（地震動が増幅されやすい盆地の中央部や湖畔に設置） 

 

b) 強震記録例：2009 年８月 11 日駿河湾の地震（M6.5） 

2009 年８月 11 日に駿河湾で発生した M6.5 の地震（８月 11 日５時７分、北緯 34.8

度、東経 138.5 度、深さ 20km）は、静岡県内４市で震度６弱を観測したほか、中部

地方を中心に東北から四国にかけて揺れが観測された。本プロジェクト業務で整備

した強震観測網においても、諏訪盆地の１点（SIG）を除く全ての強震観測点におい

て強震記録が得られた。例として、諏訪盆地の観測点で得られた強震データの加速

度波形と速度波形の南北成分を図３と図４にそれぞれ示す。また、図５～図８には、

諏訪・松本盆地における最大加速度分布と最大速度分布を示した（３成分の最大値

を使用）。盆地内における強震動を面的に把握するために、当該プロジェクトで設

置した強震計で得られた強震データに加え、防災科学技術研究所による K-NET およ

び KiK-net と長野県の各自治体による強震データも使用した。 

諏訪盆地においては、諏訪湖の湖畔地域での振幅が大きく（特に南岸）、諏訪湖

の南側の盆地内では西側で揺れが大きいという過去の地震の解析でも見られた特徴

（文部科学省研究開発局・他，2008；2009）が、2009 年の駿河湾の地震でも確認で

きた。一方、松本盆地では、盆地の東縁で振幅が大きくなるという特徴が見られた。

この現象は、松本盆地の地震基盤が SMD 観測点近傍で最も深くなるという地震基盤

の形状（文部科学省研究開発局・他，2008）から期待される地表での振幅分布と調

和的な結果となっている。 
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図３ 諏訪盆地で得られた強震記録。 

2009年８月11日に発生した駿河湾の地震（M6.5）の加速度波形（南北成分）。 

長野県の自治体に設置されている観測点（４桁の番号）および防災科学技

術研究所のK-NET観測点（３桁の番号）で記録された強震記録も併せて示

す。観測点位置については図１を参照。図右の数値は、南北成分における

最大加速度の値。 
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図４ 諏訪盆地で得られた強震記録。 

2009年８月11日に発生した駿河湾の地震（M6.5）の速度波形（南北成分）。 

長野県の自治体に設置されている観測点（４桁の番号）および防災科学技

術研究所のK-NET観測点（３桁の番号）で記録された強震記録も併せて示

す。観測点位置については図１を参照。図右の数値は、南北成分における

最大速度の値。 
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図５ 2009年８月11日の駿河湾の地震の際の松本盆地における最大加速度分布図。 

 

 

図６ 2009年８月11日の駿河湾の地震の際の諏訪盆地における最大加速度分布図。 
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図７ 2009年８月11日の駿河湾の地震の際の松本盆地における最大速度分布図。 

 

 

図８ 2009年８月11日の駿河湾の地震の際の諏訪盆地における最大速度分布図。 
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2) 三次元地下構造モデルの高度化と検証 

本業務では、図９に示す手順に従って深部地下構造モデルの高度化を行った。モ 

デルのチューニングには、2007 年７月 26 日の新潟県中越沖地震の本震（Mj6.8）を

用い、３次元の波動シミュレーションにより地下構造を調整して１次地下構造モデ

ルを作成し、この構造モデルの検証を実施した。 

 

 

 

図９ 深部地下構造モデル化の流れ図。 

 

シミュレーションに用いた断層パラメータを表２に、３次元波動シミュレーシ

ョンの計算スキームを表３に示す。震源は、３つの点震源とし、破壊伝播速度は

2.7 km/s を基準に、試行錯誤的に決定した。震源メカニズムについては、入倉・

他（2007）および入倉（2008）に従った；(strike, dip, rake)=(37˚, 30˚, 90˚)。 

 

 

表２ シミュレーションに用いた断層パラメータ。 

破壊開始点 深度 震源時間関数 地震ﾓｰﾒﾝﾄ 遅延時間 アスペリティ

番号 緯度 経度  [km] 継続時間 [s] [dyne・cm] [s] 

1 37.601 138.540 10.0 1.0 2.00E+25 0.0 

2 37.549 138.491 8.3 1.5 3.00E+25 2.8 

3 37.474 138.419 11.3 1.5 2.00E+25 4.5 

 



 265

 

 

表３ ３次元波動シミュレーションの数値計算スキーム。 

波形合成スキーム 
スタッガードグリッド有限差分法（４th order）   

variable grid spacing 形式 （Pitarka, 1999） 

波動場 ３次元全波動場 

震源項 ダブルカップル点震源(multi-hypocenters) 

震源時間関数 継続時間(各アスペリティ)指定のトライアングル型 

境界条件 
自由境界 

吸収境界 （Cerjan, et al., 1985）         

内部減衰項 0.25Hz の Q 値（周波数に比例）で指定 （Graves, 1996） 

グリッドサイズ 

100m（東西） 

100m（南北） 

50m ～ 300m（深度） 

計算領域 134km（東西）×203km（南北）×40km（深度） 

計算波形時間 130 秒 

 

図 10 に、改良された１次モデルに対する合成波形と観測波形の比較を示す。諏訪

市や松本市など、震源から離れた盆地地域における振幅や後続波がうまく再現され

ている。図 11 には、合成波と観測地震波の速度フーリエスペクトルの比較を示す。

ピーク周波数や全体的な振幅レベルがよく再現されており、周波数領域でのモデル

高度化の効果が確認できる。 

 

 

図 10 １次モデルに対する合成波形と観測波形の比較（平成 19 年(2007 年)新潟県中越

沖地震の場合）。速度波形の東西成分（0.05～1.0Hz のバンドパスフィルターを

使用）。 
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図 11 １次モデルに対する合成波と観測波の速度フーリエスペクトルの比較（平成 19

年(2007 年)新潟県中越沖地震の本震の場合）。速度記録の東西成分（0.05～

1.0Hz のバンドパスフィルターを使用）。 

 

3) 震源のモデル化 

本断層帯は、長野県白馬～山梨県櫛形間に分布する複数の活断層から構成される

全長約 150 km の大規模な活断層系で、本州弧を東西に二分する全長約 250 km の糸

魚川－静岡構造線の一部を成す。その地表トレースは、諏訪湖を中心とした緩いＳ

字を描き、それぞれ東側隆起の逆断層・左横ずれ断層・西側隆起の逆断層の活動様

式を持つ北部・中部・南部地域に区分される。地震調査研究推進本部地震調査委員

会（1996）によると、牛伏寺断層を含む区間を震源とした本断層帯の今後 30 年間の

地震発生確率は 14％（地震規模はＭ８程度）と非常に高い値が報告されており、こ

の結果を受けた強震動評価が既に実施されている（地震調査研究推進本部，2002）。た

だし、本断層帯南部は活動履歴が未解明という理由から、この際に評価された断層は北

部～中部地域にとどめられている。そこで本研究では、本断層帯の北部・中部・南部

地域の統合的な理解を目的とした重点的調査観測（糸静パイロット重点 H14～16、

糸静重点 H17～）による多様な調査結果（地震波速度・比抵抗・地殻変動・変動地形・
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地震活動など）を基に、南部地域の断層も考慮して本断層帯を起震断層とする強震動予

測のための新たな震源モデルの構築を行った。 

 

a) 起震断層モデル 

起震断層位置を決定するにあたり、当該プロジェクト他サブテーマで得られた地

下構造に関するデータおよび既存の構造探査・トレンチ調査の結果を基に、断層の

地表トレース位置、走向、変位様式、傾斜角、活動履歴に注目した検討を行った。

その結果、断層位置については、調査手段に依らず、おおよそ同じトレースが得ら

れた。しかし、断層面の形状（特に傾斜角）については調査手法ごとに有意に異な

っており、特に北部～中部セグメントで顕著な違いが見られた（文部科学省研究開

発局・他，2009参照）。そこで、本研究では、手法別に震源モデルの検討を行うこ

とを提案し、変動地形学的解釈に基づいた「変動地形ベースモデル」と構造探査の

結果の解釈に基づいた「構造探査ベースモデル」を提示することとした。断層の地

表トレースおよび断層面の地表投影図を図12に示す。「北部」・「中部」・「南部」

のセグメント化は卓越する断層タイプ（北部：逆断層、中部：横ずれ断層、南部：

逆断層）によって行い、それ以上の細分化については断層面の走向（北部）、傾斜

（中部）、位置（南部）の変化に従った。断層の長さはセグメント境界を直線で結

ぶことで与え、断層面の幅は地震発生層の厚さ（表４～表７）に依存するとした。 

 

 
 

図12 起震断層セグメントの地表トレースと断層の地表投影図 

      (左）変動地形ベースモデル。(右）構造探査ベースモデル。 
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b) 構造探査ベースモデル（北部１・２、中部１・２、南部１・２） 

構造探査ベースモデルは６セグメントに区分した。各セグメントの断層面の傾

斜角の決定には、本プロジェクトサブテーマ１で実施された地下構造探査業務で

示された断層形状と当該地域において過去に行われた地震波速度構造探査研究に

よる断層形状を使用した。また、断層タイプについては、本プロジェクトでなさ

れた各構造探査断面の解釈に従うこととする。 

 

i) 北部（白馬～明科）：神城断層、松本盆地東縁断層（北部） 

北部２セグメントの北方を通る大町－小諸測線で行われた地下構造探査から深さ

約30㎞までの地下構造が得られており、低角度で東に傾斜する反射面が示されてい

る（Sato et al., 2004a; 2004b)。また、同反射断面の再解析（Iwasaki et al., 2008) 

からは深さ約10 kmまでの詳細な断層面が示されており、この断層面の傾斜角の平均

値は30°となる。以上の研究に従い、本モデルの北部セグメントの傾斜角として30°

傾斜（東）を用いた。 

セグメント区分については、木崎湖より北の神城断層とその南側の松本盆地東縁

断層で走向が異なっているので両者を区分し、北側を北部１セグメント、南側を北

部２セグメントとした。北部２セグメントの南端位置については、地震本部による

過去の調査（地震調査研究推進本部，2002）と異なる地点を選定した。これまでは、

松本盆地東縁断層の南端の松本市付近が北部２セグメントの南端として設定されて

きたが、近年、松本盆地東縁断層の断層タイプが、松本よりも北方の明科付近で逆

断層から横ずれ断層へと変化していることが示された（近藤・他，2007）。したが

って、今回の起震断層モデルでは、松本市の北方、約15kmに位置する明科周辺に北

部セグメントの南端を設定した。 

 

ⅱ) 中部（明科～下蔦木）：松本盆地東縁断層（南部）、牛伏寺断層、岡谷断層群、

諏訪断層群、釜無山断層群 

中部セグメントは、本プロジェクトにおいて重点的に調査が行われている地域で

ある（2006年のLine１～４：文部科学省研究開発局，2007；2007年の諏訪湖横断測

線：文部科学省研究開発局，2008）。得られた探査断面の解析の結果、東傾斜の反

射面が諏訪湖北部まで連続的に確認され、北部２セグメントの松本盆地東縁断層が

松本を越えて諏訪湖北部まで存在し、これが中部１セグメントにおいても主断層と

して振舞うと解釈されている。一方、大地震の発生が危惧されている牛伏寺断層に

ついては、高角度で東に傾斜した反射面が地表近くで確認できるものの、ごく浅部

で東傾斜の断層に収斂している様子がイメージされており、松本盆地東縁断層の副

次的な断層として解釈されている。以上より、松本盆地東縁断層を中部１セグメン

トとし、東に30°傾斜した断層面として定義した。中部２セグメントについては、

諏訪湖を横断する測線で得られた反射面をこの地域の主断層と見做し、観測された

走時を良く満たす西に60°傾斜した断層面としてモデル化した。断層タイプは、逆

断層成分を含む横ずれ断層とする。 
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ⅲ) 南部（下蔦木～鰍沢）：白州断層、下円井断層、市之瀬断層 

本プロジェクトにおける平成17年度の業務（文部科学省研究開発局，2006）およ

び過去の地下構造探査（阿部・他，1999a;1999b）により、南部１セグメントの白州

断層で西に30°、南部２セグメントの下円井および市之瀬断層を横切る地下構造探

査において、西に15～50°傾斜した反射面が得られている。これらが南部セグメン

トの断層面に対応するとして、両セグメント共に西に30°傾いた断層面でモデル化

した。また、断層タイプについては、平成17年度の当該プロジェクト成果報告書（文

部科学省研究開発局，2006）の記載内容に従い、逆断層とする。 

 

c) 変動地形ベースモデル（北部１・２、中部１ａ・１ｂ・２ａ・２ｂ、南部１・２） 

変動地形ベースモデルは８つのセグメントに区分した。各セグメントの断層面の

傾斜角の決定には、本プロジェクトのサブテーマ５および当該地域において過去に

実施された地質学的研究（変動地形調査およびトレンチ調査）による断層形状（文

部科学省研究開発局・他，2003；2004；2005；2006；2007；2008；2009；奥村・他，

1998；遠田・他，1999；三浦・他，2002；宮腰・他，2004；澤・他，2007など）を

使用した。ただし、変動地形調査から直接的に得られるのは断層タイプの情報であ

り、地下の断層の形状はわからない。また、トレンチ調査で観察できるのも断層の

浅部構造のみであり、断層の全体像は得られない。したがって、変動地形ベースモ

デルの断層形状は、地形の特徴や構造探査の結果など、その他の情報も考慮して総

合的に判断されたものを使用した。 

 

i) 北部（白馬～明科）：神城断層、松本盆地東縁断層（北部） 

本プロジェクトの変動地形調査から、変位地形が系統的な東側隆起を示し、かつ

活断層線が屈曲に富むこと、撓曲や傾動等、長波長の変形が良く見られることから

低角の東傾斜の断層面が推定されている。また、神城断層、松本盆地東縁断層共に

逆断層であることが知られており（池田・他，2002）、長野県北安曇郡白馬村、池

田町および大町市でのトレンチ調査からは、非常に低角度で東側に傾斜する断層面

が発見されている（奥村・他，1998）。また、地下構造探査（Sato et al., 2004a;2004 

b）が示す断層の深部構造においても、トレンチ調査の結果と同様の低角度で東側に

傾斜する断層面が得られていることから、変動地形学分野では、北部セグメントは

東に30°傾斜する断層面を持つ逆断層と解釈されている。したがって、変動地形ベ

ースモデルの北部セグメントは、東へ30°傾斜した逆断層として定義した。 

断層区分については、構造探査ベースモデルと同様、木崎湖以北の神城断層を北

部１セグメント、木崎湖～明科までの松本盆地東縁断層の一部を北部２セグメント

とする。 

 

ⅱ）中部（明科～下蔦木）：松本盆地東縁断層（南部）、牛伏寺断層、岡谷断層群、 

諏訪断層群、釜無山断層群 

横ずれ変位が卓越するということが、この区域で観測される断層運動の特徴である

（例えば、藤森・太田，1992；田力・他，2007；文部科学省研究開発局・他，2007）。
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その断層面の形状については、平成18年度の本重点的調査（文部科学省研究開発局・

他，2007）および澤・他（2007）の変動地形調査および過去に行われたトレンチ調

査（例えば、東郷・他，1989；奥村・他，1994；宮腰・他，2004）から、松本－下

蔦木の断層面の傾斜は連続的に変化していると考えられている（松本で東に60°傾

斜－諏訪で鉛直－下蔦木で西に60°傾斜）。これは、①松本付近では、標高差が1000

ｍある地形起伏を直線的に切る地表トレースが認定されており、少なくとも浅部で

は低角ではない。また、保存状態は良くないが、部分的に東側隆起の変位地形が見

られる。②諏訪湖を中心に、直線的な横ずれトレースが数十 kmにわたって観測され

ており、低角な断層ではこのような地形を維持することができない。という理由に

よる（変動地形グループ，2009年第１回検討会）。そこで、本研究では、走行が変

化する諏訪湖を境にそれより北側を中部１セグメント、南側を中部２セグメントと

し、さらにそれぞれを二つに分割して便宜的に中部１ａ、中部１ｂ、中部２ａ、中

部２ｂの４つの断層セグメントを設けて断層面の傾斜の変化を表現することにした。

与えた傾斜は、それぞれ東に60°傾斜（中部１ａ）、鉛直（中部１ｂ）、鉛直（中

部２ａ）、西に60°傾斜（中部２ｂ）である。 

 

ⅲ）南部（下蔦木～鰍沢）：白州断層、市之瀬断層 

本プロジェクト平成20年度の業務として実施された変動地形調査により、西側が

隆起する逆断層変位が確認されている。加えて、活断層線が屈曲に富むこと、撓曲

や傾動等、長波長の変形が確認されている。そのため、低角な西傾斜の断層面が存

在すると考えられている。断層タイプについては、横ずれ成分は観察されておらず、

純粋な逆断層として南部地域をモデル化した。また、浅部の情報ではあるが、過去

に行われたトレンチ調査からも西側隆起の逆断層が報告されている（遠田，1999；

三浦・他，2002）。よって、南部セグメントについては、30°で西側に傾斜する断

層面を与えた。 

 

d) 地震シナリオ 

上で提示した２種類の震源モデルに対し、次の４つの地震シナリオを考えた。 

 

（シナリオ１）Mw 7.64 変動地形ベースモデル：全体に破壊が進展 

（シナリオ２）Mw 7.68 構造探査ベースモデル：全体に破壊が進展 

（シナリオ３）Mw 7.14 構造探査ベースモデル：破壊開始点から北側のみ破壊 

（シナリオ４）Mw 7.23 構造探査ベースモデル：破壊開始点から南側のみ破壊 

 

構造探査ベースモデルについては、全体が破壊する場合、北側のみが破壊する場

合と南側のみが破壊する場合の３通りのシナリオを用意した。これは、諏訪湖を境

にして断層面が「ハの字」（北側では東側に傾斜、南側では西側に傾斜）を形成し

ており、このような場合、両側に破壊が伝播するのは難しいことが動力学的な破壊

シミュレーション研究（加瀬，2009）から示されているためである。表４～表７に、

各シナリオの巨視的・微視的断層パラメータを示す。パラメータの設定は、基本的
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には地震本部の「レシピ」（地震調査研究推進本部，2008）に従う。 

破壊開始点は、中部１セグメントと中部２セグメントの境界に設定した。破壊開

始点の選定の際、比抵抗構造や地震波速度構造、地震活動、断層の形状などが参考

となるが、今回は中田・後藤（1998）による断層の形状に着目した。 

アスペリティは矩形とし、断層面積の約22％になるようにした (Somerville et 

al., 1999)。また、位置については、本プロジェクトで実施された変動地形の調査

（サブテーマ４）において大きな変位量（変位速度）が観測された地点が中心とな

るように設定した（図13参照）。 

 

 

 

図13 震源断層モデルの断層パラメータ。 

 

（上）変動地形ベースモデル、（下）構造探査ベースモデル。赤矢印は各断層セ

グメントにおいて大きな地表変位量が観測されている地点に対応しており、これを

中心とした領域にアスペリティ（有色域）を設定した。赤星は破壊開始点を表す（深

さ８ km）。全セグメントの断層面が連続している変動地形ベースモデルの破壊開始

点はひとつであるのに対し、諏訪湖を境に傾斜方向が異なる構造探査ベースモデル

は、諏訪湖以北の破壊開始点と諏訪湖以南の破壊開始点のふたつの破壊開始点を持

つ。なお、断層モデルのメッシュサイズは、長さ方向、幅方向ともに２kmとした。 

 

   

 

 

 

 



 272

表４ 変動地形ベースモデルの巨視的・微視的断層パラメータ（シナリオ１）。 
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表５ 構造探査ベースモデルの巨視的・微視的断層パラメータ（シナリオ２）。 
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表６ 構造探査ベースモデル北部の巨視的・微視的断層パラメータ（シナリオ３）。 
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表７ 構造探査ベースモデル南部の巨視的・微視的断層パラメータ（シナリオ４）。 
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e) 簡便法による強震動試算 

強震動予測の方法のひとつに「簡便法」がある。破壊過程やアスペリティが地震

動に与える影響は考慮せず、マグニチュードと断層からの距離の経験式から、最大

加速度、最大速度、加速度応答スペクトル等の値を算出する方法である。本業務で

は、司・翠川（1999）による距離減衰式(１)式に従った。 

 

( ) XXD WM
Wb MPGV 002.00028.0log29.10038.058.0log 10 50.0 −⋅+−−+=   （１） 

][][
]/[
kmXkmD
scmPGV MWb

：断層最短距離，：震源深さ

ュード：モーメントマグニチ，速度：工学的基盤上の最大
 

 

前述の４つの地震シナリオに対して簡便法により工学的基盤上の最大速度分布を

求めた結果を図14および図15に示す。（１）式からも明らかなように、揺れの程度

は断層面との距離に依存する。そのため、シナリオによらず、断層面上端の直上に

のみ揺れの大きな領域が集中している。 

さらに、微地形区分（図16）から得られる増幅率（図17）を用いて、地表での最

大速度分布を算出した。増幅率については本業務で作成した250ｍメッシュの微地

形区分データ（若松・松岡，2005）を（２）式（藤本・翠川，2006）に適用して得

た。250ｍメッシュの地形・地盤分類図と工学的基盤に対する地表への増幅率分布

を図16および図17に示す。火山性の土地や扇状地、三角州・海岸低地での増幅率が

大きく見積もられており、諏訪盆地や松本盆地、甲府盆地、長野盆地、新潟平野が

これに相当する。 

 

( ) ( ) ( )150030100166.030log852.0363.2log <<±⋅−= AVSAVSamp  （２） 

波速度ｍの平均：表層

とした最大速度増幅率ｓの工学的基盤を基準ｍ波速度：平均

S3030
/600S

AVS
amp

 

 

図18と図19は、微地形区分による増幅率を用いて得られた地表での最大速度分布

である。断層面近傍に加え、断層面から離れた新潟平野や長野盆地、甲府盆地など、

地形や地盤による増幅率が大きな地域（図17参照）においても大きな揺れが予測さ

れている。そのため、構造探査ベースモデルと変動地形ベースモデルの中部セグメ

ントの断層形状の違いによる揺れ分布のパターンに明らかな違いは見られない（図

18）。以上の結果は、地盤の詳細かつ正確な把握が、地表での揺れ分布の予測に重

要であることを示唆している。 
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図14 簡便法で得られた工学的基盤上での最大速度分布図。 

(左）シナリオ１：変動地形ベースモデルの全セグメントが破壊する場合、Mw 7.64。 

(右）シナリオ２：構造探査ベースモデルの全セグメントが破壊する場合、Mw 7.68。 
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図15 簡便法で得られた工学的基盤上での最大速度分布図。 

(左）シナリオ３：構造探査ベースモデルにおいて破壊開始点より北側のセグメ

ント（北部１～中部１）のみが破壊する場合、Mw 7.14。(右）シナリオ４：構

造探査ベースモデルにおいて破壊開始点より南側のセグメント（中部２～南部

２）のみが破壊する場合、Mw 7.23。 
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図16 250ｍメッシュの地形・地盤分類図（若松・松岡，2005）。 

凡例にある括弧内の数字は、各微地形区分のメッシュ数を表わす。 
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図17 工学的基盤（平均S波速度[600 m/s]）を基準とした時の最大速度に対する増

幅率分布図。 
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図18 簡便法で得られた地表での最大速度分布図。 

(左）シナリオ１：変動地形ベースモデルの全セグメントが破壊する場合、Mw 7.64。 

(右）シナリオ２：構造探査ベースモデルの全セグメントが破壊する場合、Mw 7.68。 
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図19 簡便法で得られた地表での最大速度分布図。 

(左）シナリオ３：構造探査ベースモデルにおいて破壊開始点より北側のセグメ

ント（北部１～中部１）のみが破壊する場合、Mw 7.14。(右）シナリオ４：構

造探査ベースモデルにおいて破壊開始点より南側のセグメント（中部２～南部

２）のみが破壊する場合、Mw 7.23。 
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f) 詳細法（ハイブリッド合成法）による強震動試算 

破壊過程やアスペリティが地震動に与える影響を考慮して時刻歴波形を予測する

手法が詳細法である。本研究では、そのひとつである「ハイブリッド合成法」（例

えば、入倉・釜江，1999）を使用した。 

ハイブリッド合成法では、震源断層における現象の長周期領域を理論的手法で、

破壊のランダム現象が卓越する短周期領域を半経験的手法でそれぞれ計算し、両者

を合成して広帯域時刻歴波形を求める。そのため、より現実的な強震動評価を行う

のに有効な手段であると考えられている。本業務では、長周期領域に対する理論的

な手法として三次元の差分法（例えば、Aoi and Fujiwara, 1999; Graves, 1996; 

Pitarka, 1999）、短周期領域に対する半経験的な手法としては統計的グリーン関数

法（例えば、釜江・他，1991；壇・佐藤，1998）を用いた。なお、両者のハイブリ

ッド周期は３秒とした。ハイブリッド法によって得られた各地の工学的基盤におけ

る速度波形および擬似速度応答スペクトルを図20～図23に示す。それぞれ、以下に

示すような特徴が見られた。 

 

上越：全シナリオで周期５秒程度の地震波が卓越する。 

 

長野：全シナリオで周期５秒程度の地震波が卓越するとともに、0.3秒付近にもピー

クが見られる。 

 

松本：全シナリオで二つの卓越周期が見られる。短周期側は0.2～１秒にかけの周 

波数帯域に見られ、全てのシナリオに共通している。長周期側については、

本断層帯全体が破壊に至るシナリオ１と２では周期約５秒、北部のみ破壊と

南部のみ破壊のシナリオ３と４では周期約２秒の地震波が強く励起されてい

る。 

 

諏訪：全シナリオで二つのピークが見られる。長周期側の卓越周波数は全てに共通

して１秒付近に見られる。一方、短周期側については0.3から0.5秒の間でシ

ナリオごとに異なっている。 

 

甲府：全シナリオで周期５秒の地震動が卓越する。ただし、諏訪湖以北の断層セグ

メントが破壊するシナリオ３ではそれほど顕著ではなく、周期１秒の地震動

の方がより強く励起されている。 

 

伊那：全シナリオで比較的短周期の地震動（0.3秒）が卓越する。 

 

以上をまとめると、新潟平野や伊那盆地など、断層面から離れているにもかかわ

らず地盤や地下構造の影響で強い地震動が予想される場所では、励起される地震波

の卓越周波数はシナリオによらない。一方で、断層近傍において励起される地震波

の性質は、シナリオに依存すると考えられる。 
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図24と図25に工学的基盤上（Ｓ波速度600 m/s相当）での最大速度分布を示す。ア

スペリティの近傍で強い揺れが推定されている。また、基盤の深さ分布（平成18年

度成果報告書参照）も最大速度の値に影響を与えており、深い基盤で特徴付けられ

る新潟平野や甲府盆地では揺れが強く、本断層帯の東西に分布する山地での揺れは

軽減されている。 

図26はハイブリッド法によって見積もられた工学的基盤での最大速度（PGV）およ

び最大加速度（PGA）と司・翠川（1999）の距離減衰式との比較を表している。ただ

し、PGAについては、司・翠川（1999）の距離減衰式から得られる値を1.4で除した

値との比較になっている。 

ハイブリッド法によるシナリオ１・２・４のPGVの予測値は、司・翠川（1999）の

距離減衰式による計算値と概して一致する。ただし、断層距離50 km～100 kmに位置

する新潟平野では、基盤構造の影響により予測値が計算値を大きく上回る。また、

震源距離20 km～50 kmの地点においても、伝播経路の減衰構造の影響によると考え

られる計算値と予測値のずれ（顕著ではないが予測値が計算値を下回る）が観察さ

れる。一方、シナリオ３については、ハイブリッド法によるPGAの予測値が距離減衰

式を用いた計算値を大きく下回る結果が得られた。この原因として、断層の微視的

パラメータの設定で使用した方法が考えられる。シナリオ１と２は長大断層として、

シナリオ４は巨大地震としてパラメータ設定を行ったのに対し、シナリオ３は、こ

れと同様の低角逆断層の台湾集集地震の再現に成功したSomerville et al. (1999) 

に従った。そのため、シナリオ３の応力降下量は小さく見積もられ、結果として、

図26にあるような過小評価を導いたものと考えられる。 

PGAの予測値と計算値の比較については、断層面近傍ではハイブリッド法による予

測値が司・翠川（1999）の計算値を上回り、遠方になるに従って予測値が計算値を

下回るようになるという特徴が、シナリオごとに程度差はあるものの、全ての場合

において見られる。加速度の見積もりについては、短周期側の計算を行った統計的

グリーン関数法結果が支配的になるわけであるが、この手法は、①遠地近似（1/r）

を用いるため、近地の振幅が過大評価される、②実体波のみの評価となるため、遠

地で生成される表面波が考慮されず、遠方の振幅が過小評価される、という問題が

以前より指摘されている。つまり、今回の評価で得られたPGAの特徴は上記の問題点

が表面化した結果であると解釈される。 
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図20 ハイブリッド法によって得られた工学的基盤における速度波形と擬似速度応答

スペクトル（シナリオ１）。赤帯は応答スペクトルの卓越が顕著な周期帯。 



 288

 

図21 ハイブリッド法によって得られた工学的基盤における速度波形と擬似速度応答

スペクトル（シナリオ２）。赤帯は応答スペクトルの卓越が顕著な周期帯。 



 289

 

図22 ハイブリッド法によって得られた工学的基盤における速度波形と擬似速度応答

スペクトル波形（シナリオ３）。赤帯は応答スペクトルの卓越が顕著な周期帯。 
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図23 ハイブリッド法によって得られた工学的基盤における速度波形と擬似速度応答スペ

クトル波形（シナリオ４）。赤帯は応答スペクトルの卓越が顕著な周期帯。 
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図24 詳細法で得られた工学的基盤上での最大速度分布図。 

(左）シナリオ１：変動地形ベースモデルの全セグメントが破壊する場合、Mw 7.64。 

(右）シナリオ２：構造探査ベースモデルの全セグメントが破壊する場合、Mw 7.68。 
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図25 詳細法で得られた工学的基盤上での最大速度分布図。 

(左）シナリオ３：構造探査ベースモデルにおいて破壊開始点より北側のセグメ

ント（北部１～中部１）のみが破壊する場合、Mw 7.14。(右）シナリオ４：構

造探査ベースモデルにおいて破壊開始点より南側のセグメント（中部２～南部

２）のみが破壊する場合、Mw 7.23。 
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図26 ハイブリッド法で得られた工学的基盤（Ｓ波速度600 m/s相当）での最大速

度（PGV）と司・翠川（1999）の距離減衰式（実線）の比較および最大加速

度（PGA）と司・翠川（1999）の距離減衰式/1.4（実線）との比較。 
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g) 地表における計測震度分布 

簡便法および詳細法によって得られた速度分布を基に、地表での震度分布への換

算を行った。地表での震度分布震度の推定方法は、簡便法については藤本・翠川

（2005）による震度と計測震度の関係式（３）式に従った。一方、ハイブリッド合

成法を用いて工学的基盤上の波形を求めた場合については、気象庁（1996b）の方法

に従って工学的基盤上での震度を求め、震度増分を加えて地表の震度とする。震度

増分最大速度と計測震度の経験式（４）式と最大速度増幅率（２）式から得られる

（５）式による。 

 

( ) ( ){ } ( )
( ) ( )4log262.2165.2

4log213.0log603.2002.2 2

≤⋅+=
≤⋅−⋅+=
IPGVI
IPGVPGVI

b

bb      （３） 

 

( ) ( ){ } ( )IPGVPGVI ≤⋅−⋅+= 4log213.0log603.2002.2 2
     （４） 

]/[ scmPGV
I

：地表最大速度

：地表での震度
 

( ) ( ){ } ( ) ( )ampPGVampampI b loglog426.0log213.0log603.2 2 ⋅⋅−⋅−⋅=Δ    （５） 

：最大速度増幅率amp  

 

簡便法および詳細法によって得られた地表における震度分布を図27～図30に示す。

大震度が予想される地域は、工学的基盤上での揺れの分布と同様、断層面近傍（詳

細法ではアスペリティ近傍）と地表での増幅率が大きい場所、および基盤が深い地

域となっている。シナリオごとに両手法による震度分布の違いをみると、 

① 全てのシナリオに共通して、詳細法による震度６強以上の強震領域は簡便法に

よる強震領域よりも広範囲に分布する。 

② シナリオ１と２において、簡便法による震度５強～６弱程度領域が詳細法によ

る領域よりも広範囲に分布する。 

①については、強震領域の違いがアスペリティ周辺に集中していることから、こ

の違いはアスペリティを考慮したかどうかで説明される。この結果は、強震動評価

においてアスペリティの設定がいかに重要であるかということを示唆していると考

えられる。②については、断層の幅方向の広がりに顕著な違いが見られるので破壊

過程が影響しているものと考えられる。 
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図27 地表の震度分布図（シナリオ１：Mw 7.64）。 

(左）簡便法。断層の地表トレースと断層面の地表投影図を併せて示す。(右）

詳細法。断層面とアスペリティの地表投影図を併せて示す。凡例のIJMAは気象庁

震度階、IMMはメルカリ震度階。 
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図28 地表の震度分布図（シナリオ２： Mw 7.68）。 

(左）簡便法。断層の地表トレースと断層面の地表投影図を併せて示す。(右）

詳細法。断層面とアスペリティの地表投影図を併せて示す。凡例のIJMAは気象庁

震度階、IMMはメルカリ震度階。 

 

 

 

 

 

 



 297

 

 

 

 

 

 

図29 地表の震度分布図（シナリオ３：Mw 7.14）。 

(左）簡便法。断層の地表トレースと断層面の地表投影図を併せて示す。(右）

詳細法。断層面とアスペリティの地表投影図を併せて示す。凡例のIJMAは気象庁

震度階、IMMはメルカリ震度階。 
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図30 地表の震度分布図（シナリオ４：Mw 7.23）。 

(左）簡便法。断層の地表トレースと断層面の地表投影図を併せて示す。(右）

詳細法。断層面とアスペリティの地表投影図を併せて示す。凡例のIJMAは気象庁

震度階、IMMはメルカリ震度階。 
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(d) 結論ならびに今後の課題 

本業務では、１）強震観測、２）三次元地下構造モデルの高度化と検証、３）震源のモ

デル化を進め、４）本断層帯における強震動予測の高精度化を行った。以下に、５ヵ年の

業務をまとめ、得られた知見を示す。 

1) 強震観測業務では、松本盆地と諏訪盆地に新たな強震観測点を設置し、盆地内の地

震波伝播および地震動の地域的な特徴について考察した。その結果、地震波の到来

方向によらず、諏訪湖の南西で大きな地震動が生成されることがわかった。 

2) 地下構造探査や地質情報を基に、堆積層および基盤の三次元地下構造モデル（Vs

～3500 [m/s]）を構築した。 

3) 本重点プロジェクトの他サブテーマから得られた断層形状や活断層情報および既

存の構造に関する情報に基づいて、本断層帯における強震動評価のための震源モデ

ルおよび地震シナリオを構築した。各手法による情報を最大限尊重し、２種類の断

層モデル「構造探査ベースモデル」と「変動地形ベースモデル」を提案した。それ

ぞれ、地下構造探査結果および変動地形学的調査結果の解釈に基づく。また、これ

らを基にして４つの地震シナリオを作成した。 

4) 各シナリオについて、簡便法と詳細法を用いて強震動の試算を行った。その結果、

同じ地点の地震動の大きさが、シナリオにより５倍から 30 倍変化するという結果を

得た。地震動の程度は、破壊の伝播方向や断層位置およびアスペリティの設定に強

く依存しているようである。加えて、地震動の面的な分布からは、地表での増幅率

や基盤構造も地震動の大きさに強く影響していることが示された。 

今後、強震動予測のさらなる高度化を図るには、これらの要素の高精度化が不可

欠である。 
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